	[会社名を入力してください]

	在宅勤務規程

	


	


（目的）
第1条 この規定は、就業規則第○○条に基づき、社員の在宅勤務制度を定めることを目的とする。
（在宅勤務者の定義）
第2条 在宅勤務者とは、雇用の形態に関係なく第3条に該当する者で自宅及び自宅に準ずる場所で勤務する者をいう。
（対象者）
第3条 在宅勤務の対象者は、勤続3年以上の者で下記のいずれかに該当し第2項の職種に該当する者のうち、本人が希望しかつ第7条により会社が認めた者とする。
1 小学校就学3年までの子を養育する者

2 育児・介護休業規程に定める介護休業の対象者

２．在宅勤務の対象業務は次のとおりとする。
1 ○○部に所属し、○○○○の業務に従事する者
2 編集・構成等の業務に従事する者

3 その他前各号に準じる業務で会社が認めた者
（勤務場所）
第4条 勤務場所は自宅のうち業務に専念することができる場所とする。
（申請）
第5条 第3条に該当する者のうち、在宅勤務を希望する者は、所定の申請書を所属長に提出しなければならない。
２．所属長は、
（在宅勤務者の決定）
第6条 所属長及び人事部長は、通常の業務態様から判断して次の条件を検討して在宅勤務を適用するか否かを決定する。
1 自己管理、時間管理ができる者

2 生産性向上及び業務の効率化に寄与できると判断する者

3 その他業務を遂行する上で、問題がないと所属長が判断できる者

（在宅勤務期間）
第7条 在宅勤務の期間は、1回の申請で最長6カ月以内とし、会社は本人に通知する。
（在宅勤務者の労働日・休日）
第8条 在宅勤務者の労働日及び休日は就業規則第○○条に定めるところによる。
（労働時間）
第9条 在宅勤務者の労働時間は就業規則第○○条に定めるところによる。
（不就労時間等）
第10条 在宅勤務者が前条に定める労働時間のうち、全部または一部について就労することができないときは、あらかじめ所属長に許可を得なければならない。ただし、緊急を要する場合等あらかじめ許可を得ることができないときは、事後速やかに報告するものとする。
２．所定労働時間のうち全部について労働できないときは欠勤として取り扱う。
３．前項までに定める不就労時間については給与を支給しない。

（時間外、休日、深夜勤務）
第11条 会社は業務上必要な場合は、時間外または休日（深夜も含む）勤務を命ずることがある。ただし、妊娠中の女性及び産後1年を経過しない女性（以下、「妊産婦」という。）であって、申し出た者、満18歳未満の者については、第1項の規定にかかわらず時間外勤務に従事させることはない。
２．法定時間外勤務、法定休日勤務に対しては、給与規程の定めるところにより、割増賃金を支払う。ただし、管理監督者については労働基準法第41条により支給しない。
３．午後10時から翌午前5時までの深夜勤務については、給与規定の定めるところにより深夜割増賃金を支払う。

４．時間外勤務、休日勤務は所属長の命令による。ただし、本人が所属長に時間外勤務、休日勤務を所定の様式により申請して所属長がその用を認め、命令した場合は、勤務することができる。
５．小学校修学前の子の養育または家族の介護を行う従業員（指揮命令者及び専門業務従事者を除く）で時間外労働を短いものとすることを申し出た者の法定の労働時間を超える労働については、1ヵ月当たり24時間、1年当たり150時間を上限とする。
（事業場外みなし労働時間制）
第12条 職種により第10条の労働時間によらず、事業場外みなし労働時間制を採用する。みなし労働時間制は1日単位を原則とし、みなし労働時間の決定にあたっては、各人別に合意のうえ決定するものとする。
（連絡）
第13条 在宅勤務者は、始業及び終業のときにその旨を電話により所属長に連絡するものとする。
２．在宅勤務者は、前項の始業及び終業の時間中、連絡が取れるようにして休憩時間を除き外出等は行わないものとする。

（業務報告）
第14条 在宅勤務者は、毎日、勤務した日の始業・終業時刻、労働時間、休憩時間を所定の日報に記入し、メールにて所属長まで報告するものとする。
（給与）
第15条 在宅勤務者の給与については、給与規定または雇用契約書によるものとする。ただし、通勤手当については会社に実際に勤務した日数分を換算して支給する。
（費用の負担及び貸与品）
第16条 在宅勤務に必要な機器等は会社が在宅勤務者に対して貸与する。
２．会社は業務に必要な通信費、光熱費、消耗品費等を負担するものとする。
３．在宅勤務者は、前項までの費用負担額を毎月最初の出勤日に所定様式により請求するものとする。

４．会社は前項の請求額を、原則としてその後最初に到来する給与支給日に支給する。

（秘密保持及び情報セキュリティー）
第17条 在宅勤務者は個人情報や営業秘密の漏洩を起こさないように常に配慮しなければならない。
２．業務に必要な資料を持ち出すときは、所属長に許可を得なければならない。持ち出した資料については厳重に管理しなければならない。
３．情報セキュリティーについては以下を遵守しなければならない。

（安全衛生）
第18条 自宅で業務に起因する疾病又は傷害が発生したときは、すぐに所属長に連絡を取り指示に従わなければならない。
（在宅勤務の取り消し）
第19条 会社は、会社の都合によりいったん認めた在宅勤務の許可を取り消すことがある。
附則　
